（様式第１号）
指定管理者指定申請書

令和　　年　　月　　日

日野町長　﨏田 淳一　様

申請者　　所　在　地

団　体　名

代表者氏名                          印

電話番号

下記施設の指定管理者の指定を受けたいので、募集要項・仕様書の記載事項を承知の上、関係書類を添えて申請します。

記

１　管理を行おうとする施設の名称

日野町交流センター

２　添付書類
（１）団体の概要を記載した書類（様式第２号）
（２）法人にあっては、当該法人の登記事項証明書（全部事項証明書）、
非法人にあっては、団体の代表者の身分証明書
（３）法人にあっては、定款、規約その他のこれらに相当する書類、非
法人にあっては、役員名簿及び組織に関する事項について記載した
書類（会則等の写し）
（４）国税及び地方税の納税証明書（団体及び代表者）又は納税義務がない
旨を証する書類
（５）指定期間に属する各年度の管理業務に関する事業計画書（様式第
３号）及び収支計画書（様式第４号）
（６）前事業年度の収支（損益）計算書、貸借対照表、財産目録、事業
報告書又はこれに相当する書類（既に財産的取引活動をしている団
体のみ。）
　（７）現事業年度の収支予算書及び事業計画書（既に財産的取引活動を
している団体及び新たに指定管理者になろうとする施設の業務以
外の事業を開始する団体のみ。）
（８）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定を取り消されたも
のでないこと等の申立書（様式第５号）
（９）その他

（様式第２号）
団体の概要書

	団体(法人)の名称
	

	所在地
	

	代表者
	

	団体(法人)の設立年月日
	

	資本金(基本財産)
	

	従業員(会員)数
	

	役員
	

	公の施設の管理運営実績又は

有料施設管理運営実績
	


（様式第３－１号）
日野町交流センターの管理業務に関する事業計画書
	(施設の管理業務に対する基本方針・効率的な管理の考え方、町への協力連携に対する考え方)

	(社会的弱者への配慮など住民の平等な利用の確保について）

	(指定管理者の指定の申請(応募)をした理由)

	(施設の現状に対する認識及び今後のあり方)


（様式第３－２号）
	(施設の効用の最大限の発揮に関すること)

１　利用向上策について

	２　自主事業計画書

　　　自主事業計画書（様式第３号別紙）のとおり

	３　地域への寄与・連携について

	４　サービスの向上・質の確保について


（様式第３－３号）
	５　施設の管理体制（組織図・職員数）

	６　緊急時の対応

（1） 防犯、防災に対する体制

（2） 除雪、除草、清掃業務の体制



	７　従業員の雇用確保の方策

	８　従業員の育成や接遇などの研修体制


（様式第３－４号）
	（施設管理費の縮減のための提案）

	（その他）
１　広報、情報発信の方法

２　利用者の送迎に関する考え
３　施設の管理業務の内、第三者に行わせる業務

４　情報の公開に関する方法

５　個人情報の保護に関する方法



（様式第３号別紙）
	令和　年度　自主事業計画書

	事業名
	目的・内容
	実施時期・回数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注　指定の期間の各年度について作成すること。

（様式第４号）
日野町交流センターの管理業務に関する

令和　年度の収支計画書
	収入(千円)
	収出(千円)

	項目
	金額
	項目
	金額

	指定管理料
	
	
	

	合計
	
	合計
	


注　指定の期間の各年度について作成すること。

（様式第５号）
申　立　書

令和　　年　　月　　日

日野町長　﨏田 淳一　様

申請者　　所　在　地

団　体　名

代表者氏名                          印

電話番号

当団体（会社)及び代表者等は、指定管理者の指定の申請に当たり、次のいずれにも該当しないことを申し立てます。

記

１　地方自治法第244条の2第11項の規定による指定の取り消しを受けたことがある
もの
２　地方自治法施行令第167条の4各項に該当するもの

３　国税及び地方税の滞納があるもの
４　暴力団（暴力団における不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77
号））と密接につながりのあると認められるもの
５　無限責任社員、取締役、執行役又は監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人、
精算人のうち、次のいずれかに該当する者があるもの

(1) 破産者で復権を得ない者

(2) 成年後見人又は被補佐人

(3) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく
　なった日から2年を経過しない者

(4) 公務員であった者であって、懲戒免職の処分を受け、その処分の日から2年を
経過しない者

(5) 暴力団員等（暴力団対策法第2条第6号に規定する暴力団員、暴力団若しくは
暴力団員の利益につながる活動を行う者又は暴力団員と密接な関係を有する者を
いう。）であると認められる者

６　申請の日において現に県または県内各市町村の指名停止措置を受けている団体

７　申請の日において破産手続、再生手続又は更正手続が開始されている団体

（様式第６号）
質問表
令和　　年　　月　　日

日野町長　﨏田 淳一　様

申請者　　所　在　地

団　体　名

代表者氏名                          印

電話番号

	項目
	内容

	
	


　
2

